
京都市児童福祉施設措置費等徴収規則の一部を改正する規則を公布する。 

  平成３１年３月２９日 

京都市長  門 川 大 作   

京都市規則第   号 

   京都市児童福祉施設措置費等徴収規則の一部を改正する規則 

 京都市児童福祉施設措置費等徴収規則の一部を次のように改正する。 

 第１条中「まで」の右に「及び第５１条第２号」を加える。 

 第２条第７項中「第１７条」を「第１６条」に改める。 

 第３条に次の１項を加える。 

３ 前２項の規定にかかわらず，法第２７条第１項第３号の規定により小規模住居型児童

養育事業を行う者若しくは里親に委託され，又は乳児院若しくは児童養護施設に入所し

ている児童で法第２１条の６の規定による措置を受けたものの当該措置に係る費用は，

徴収しない。 

 第４条の見出し中「保育措置費の」を削り，同条に次の５項を加える。 

２ 第２条第５項及び第６項並びに別表第７の規定による措置費又は助産等費用の徴収額

の算定における地方税法の規定による市町村民税の額は，次に掲げるところにより算定

するものとする。 

  本人等が婚姻によらないで母となった女子であって，現に特定婚姻をしていないも

ののうち，地方税法第２９２条第１項第９号に規定する扶養親族その他その者と生計

を一にする親族（地方税法施行令第４６条の２第２項に規定する者に限る。）を有す

るものである場合においては，当該本人等を同法第２９２条第１項第１１号イに規定

する寡婦とみなす。 

  本人等が婚姻によらないで父となった男子であって，現に特定婚姻をしていないも

ののうち，その者と生計を一にする親族（地方税法施行令第４６条の２の２第２項に

規定する者に限る。）を有し，かつ，措置又は助産の実施若しくは母子保護の実施（以

下「措置等」という。）のあった月の属する年度（措置等のあった月が４月から６月

までの間にあっては，前年度）の初日の属する年の前年の地方税法第２９２条第１項

第１３号に規定する合計所得金額が５，０００，０００円以下であるものである場合

においては，当該本人等を同項第１２号に規定する寡夫とみなす。 

３ 第２条第５項及び第６項並びに別表第７の規定による措置費又は助産等費用の徴収額

１３０



の算定における所得割の額は，次に掲げるところにより算定するものとする。 

  地方税法第３１４条の２第１項第１１号，第３１４条の７第１項，第３１４条の８

（これらの規定を同法第７３６条第３項において準用する場合を含む。）並びに同法

附則第５条第３項，第５条の４第６項及び第５条の４の２第６項の規定は，適用しな

い。 

  地方税法等の一部を改正する法律（平成２２年法律第４号）第１条の規定による改

正前の地方税法（以下「改正前の地方税法」という。）第３１４条の２第１項第１１

号（改正前の地方税法第７３６条第３項において準用する場合を含む。）の規定の適

用があるものと仮定する。 

４ 第２条第５項及び第６項並びに別表第７の規定による措置費又は助産等費用の徴収額

の算定における所得割の額又は均等割（地方税法第２９２条第１項第１号（同法第７３

６条第３項において準用する場合を含む。）に掲げる均等割をいう。以下同じ。）の額は，

同法第３２３条本文（同項において準用する場合を含む。）の規定による市町村民税の

減免があった場合においては，当該減免額を所得割の額又は均等割の額から順次控除し

て得た額とする。 

５ 第２条第５項及び第６項並びに別表第７の規定による措置費又は助産等費用の徴収額

の算定における所得税の額は，次に掲げるところにより算定するものとする。 

  本人等が婚姻によらないで母となった女子であって，現に特定婚姻をしていないも

ののうち，所得税法第２条第１項第３４号に規定する扶養親族その他その者と生計を

一にする親族（所得税法施行令第１１条第２項に規定する者に限る。）を有するもの

である場合においては，当該本人等を同法第２条第１項第３０号イに規定する寡婦と

みなす。 

  本人等が婚姻によらないで父となった男子であって，現に特定婚姻をしていないも

ののうち，その者と生計を一にする親族（所得税法施行令第１１条の２第２項に規定

する者に限る。）を有し，かつ，措置等のあった月の属する年（措置等のあった月が

１月から６月までの間にあっては，前年）の前年の所得税法第２条第１項第３０号ロ

に規定する合計所得金額が５，０００，０００円以下であるものである場合において

は，当該本人等を同項第３１号に規定する寡夫とみなす。 

  所得税法第７８条第１項（同条第２項各号に掲げる寄附金（同項第２号及び第３号

に掲げる寄附金にあっては，地方税法第３１４条の７第１項第２号に規定するものに



限る。）を支出した場合に限る。），第８４条，第９２条第１項及び第９５条第１項か

ら第３項まで，租税特別措置法第４１条第１項，第２項，第６項及び第２４項，第４

１条の２，第４１条の３の２第１項，第２項，第５項及び第６項，第４１条の１９の

２第１項，第４１条の１９の３第１項及び第３項並びに第４１条の１９の４第１項及

び第３項，租税特別措置法等の一部を改正する法律（平成１０年法律第２３号）附則

第１２条，所得税法等の一部を改正する法律（平成２５年法律第５号）附則第５９条

第１項及び第６０条第１項並びに所得税法等の一部を改正する法律（平成２８年法律

第１５号）附則第７６条第１項，第７７条第１項及び第２項，第８０条，第８１条並

びに第８２条の規定は，適用しない。 

  所得税法等の一部を改正する法律（平成２２年法律第６号）第１条の規定による改

正前の所得税法第８４条の規定の適用があるものと仮定する。 

６ 第２項から前項までの規定は，第３条第１項及び第２項並びに別表第８の規定による

措置費の徴収額の算定について準用する。この場合において，次の表の左欄に掲げる規

定中同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものと

する。 

第２項各号列記

以外の部分 

第２条第５項及び第６項並びに別表

第７ 

第３条第１項及び第２項並びに別表

第８ 

措置費又は助産等費用 措置費 

第２項第１号 本人等 障害児の主たる扶養義務者 

第２項第２号 本人等 障害児の主たる扶養義務者 

措置又は助産の実施若しくは母子保

護の実施（以下「措置等」という。） 

措置 

（措置等 （措置 

第３項各号列記

以外の部分，第４

項及び第５項各

号列記以外の部

分 

第２条第５項及び第６項並びに別表

第７ 

第３条第１項及び第２項並びに別表

第８ 

措置費又は助産等費用 措置費 

第５項第１号 本人等 障害児の主たる扶養義務者 

第５項第２号 本人等 障害児の主たる扶養義務者 

措置等 措置 



 別表第１その他の世帯の項中 
  

「                 

 27,000 28,000 29,000 30,000 31,000 32,000 32,900 13,300 13,300 13,900 14,000 14,200 14,400 14,400  
を 

 27,000 28,000 29,000 30,000 31,000 32,000 32,900 13,500 14,000 14,500 15,000 15,500 16,000 16,400  

               」  

「                 

 27,300 28,300 29,300 30,300 31,300 32,300 33,200 13,300 13,300 13,900 14,000 14,200 14,400 14,400  
に改 

 27,300 28,300 29,300 30,300 31,300 32,300 33,200 13,600 14,100 14,600 15,100 15,600 16,100 16,600  

               」  

める。 

 別表第２その他の世帯の項中 

「                 

 38,500 39,900 41,300 42,700 44,100 45,500 46,900 19,200 19,200 19,700 19,900 20,100 20,400 20,400   

 38,500 39,900 41,300 42,700 44,100 45,500 46,900 19,200 19,900 20,600 20,900 21,100 21,400 21,400  
を 

 38,500 39,900 41,300 42,700 44,100 45,500 46,900 19,200 19,900 20,600 21,200 21,400 21,600 21,600  

 38,500 39,900 41,300 42,700 44,100 45,500 46,900 19,200 19,900 20,600 21,300 22,000 22,700 23,400   

               」  
 

「                 

 38,900 40,300 41,800 43,200 44,600 46,000 47,400 19,200 19,200 19,700 19,900 20,100 20,400 20,400   

 38,900 40,300 41,800 43,200 44,600 46,000 47,400 19,400 20,100 20,700 20,900 21,100 21,400 21,400  
に改 

 38,900 40,300 41,800 43,200 44,600 46,000 47,400 19,400 20,100 20,900 21,200 21,400 21,600 21,600  

 38,900 40,300 41,800 43,200 44,600 46,000 47,400 19,400 20,100 20,900 21,600 22,300 23,000 23,700   

               」  

める。 

別表第３その他の世帯の項中 

に改める。 

別表第４その他の世帯の項中 

 

「        「         

 75,700 78,400 81,200 84,000 86,700 89,500 92,200 を 76,400 79,200 82,000 84,800 87,600 90,400 93,100  

        」        」 



 
 

める。 

 別表第５その他の世帯の項中 

「                 

 33,100 34,300 35,500 36,700 37,900 39,100 40,300 16,500 16,500 16,900 17,100 17,200 17,500 17,500   

 33,100 34,300 35,500 36,700 37,900 39,100 40,300 16,500 17,100 17,700 17,900 18,100 18,400 18,400  
を 

 33,100 34,300 35,500 36,700 37,900 39,100 40,300 16,500 17,100 17,700 18,200 18,400 18,500 18,500  

 33,100 34,300 35,500 36,700 37,900 39,100 40,300 16,500 17,100 17,700 18,300 18,900 19,500 20,100   

               」  
「                 

 33,400 34,600 35,900 37,100 38,300 39,500 40,700 16,500 16,500 16,900 17,100 17,200 17,500 17,500   

 33,400 34,600 35,900 37,100 38,300 39,500 40,700 16,600 17,200 17,800 17,900 18,100 18,400 18,400  
に改 

 33,400 34,600 35,900 37,100 38,300 39,500 40,700 16,600 17,200 17,900 18,200 18,400 18,500 18,500  

 33,400 34,600 35,900 37,100 38,300 39,500 40,700 16,600 17,200 17,900 18,500 19,100 19,700 20,300   

               」  

める。 

別表第６その他の世帯の項中 

に改める。 

別表第７備考以外の部分中「，児童発達支援センター」及び「，指定障害児通所支援事

業者」を削り，同表備考２中「（当該所得税の額を計算する場合においては，所得税法第７

８条第１項（同条第２項各号に掲げる寄附金（同項第２号及び第３号に掲げる寄附金にあ

っては，地方税法第３１４条の７第１項第２号に規定するものに限る。）を支出した場合に

限る。），第８４条，第９２条第１項及び第９５条第１項から第３項まで，租税特別措置法

第４１条第１項，第２項及び第６項，第４１条の２，第４１条の３の２第１項から第３項

「        「         

 23,200 24,000 24,900 25,800 26,600 27,500 28,200 
を 

23,400 24,300 25,100 26,000 26,900 27,700 28,500 
に， 

 23,200 24,000 24,900 25,800 26,600 27,500 28,200 23,400 24,300 25,100 26,000 26,900 27,700 28,500 

        」        」 

「       「     「      「     

 12,000 12,400 を 12,100 12,500 に， 13,300 13,700 14,100 を 13,400 13,800 14,200    に改 

   」   」    」    」 

「        「         

 52,400 54,400 56,400 58,300 60,300 62,300 64,400 を 52,900 55,000 57,000 58,900 61,000 63,000 65,100  

        」        」 



まで及び第５項から第７項まで，第４１条の１９の２第１項，第４１条の１９の３第１項

及び第３項並びに第４１条の１９の４第１項及び第３項並びに租税特別措置法等の一部を

改正する法律（平成１０年法律第２３号）附則第１２条の規定は，適用せず，かつ，所得

税法等の一部を改正する法律（平成２２年法律第６号）第１条の規定による改正前の所得

税法第８４条の規定の適用があるものと仮定するものとする。)」を削り，同備考３及び４

を削り，同備考５中「６」を「４」に，「７」を「５」に改め，同備考５を同備考３とし，

同備考中６を４とし，７を５とし，８を削り，９を６とし，１０を７とする。 

 別表第８備考以外の部分中「居宅介護」の右に「，同行援護」を加え， 

 

「（当該所得税の額を計算する場合においては，所得税法第７８条第１項（同条第２項各号

に掲げる寄附金（同項第２号及び第３号に掲げる寄附金にあっては，地方税法第３１４条

の７第１項第２号に規定するものに限る。）を支出した場合に限る。），第８４条，第９２条

第１項及び第９５条第１項から第３項まで，租税特別措置法第４１条第１項，第２項及び

「   「    

 短期入所（１日
当たりの額） 

  短期入所（１日
当たりの額） 

障害児通所支援
（１日当たりの
額） 

 

円 
０  

 円
０ 

円
０ 

 

０   ０ ０  

１００   １００ １００  

２００   ２００ ２００  

３００   ３００ ３００  

４００   ４００ ４００  

６００   ６００ ５００  

１，０００   １，０００ ７００  

１，４００  を １，４００ １，０００  に改め，同表備考２中 

１，８００   １，８００ １，３００  

２，３００   ２，３００ １，７００  

２，８００   ２，８００ ２，１００  

３，４００   ３，４００ ２，５００  

４，１００   ４，１００ ３，０００  

４，８００   ４，８００ ３，５００  

５，５００   ５，５００ ４，０００  

６，４００   ６，４００ ４，６００  

措置費の支弁
額 

 措置費の支弁
額 

措置費の支弁
額 

 

」  」 



第６項，第４１条の２，第４１条の３の２第１項から第３項まで及び第５項から第７項ま

で，第４１条の１９の２第１項，第４１条の１９の３第１項及び第３項並びに第４１条の

１９の４第１項及び第３項並びに租税特別措置法等の一部を改正する法律（平成１０年法

律第２３号）附則第１２条の規定は，適用せず，かつ，所得税法等の一部を改正する法律

（平成２２年法律第６号）第１条の規定による改正前の所得税法第８４条の規定の適用が

あるものと仮定するものとする。）」を削り，同備考３及び４を削り，同備考５中「４時間

３０分」を「７時間３０分」に，「１０」を「１６」に改め，同備考５を同備考３とし，同

備考６中「においては，当該障害児のうち徴収額の最も多額な者以外の者に係る措置費」

を「であって，当該障害児に係る措置費の合計額が階層区分に応じた１月当たりの徴収額

の上限を超えるときは，その超える額」に改め，同備考６を同備考４とし，同備考７を同

備考５とする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は，公布の日から施行する。ただし，別表第１から別表第６までの改正規定

は，平成３１年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この規則による改正後の京都市児童福祉施設措置費等徴収規則第４条第２項及び第５  

項（これらの規定を同条第６項において準用する場合を含む。）の規定は，平成３０年

７月分の児童福祉法第５０条第７号から第７号の３まで並びに第５１条第２号及び第

３号に規定する費用の徴収額（以下「徴収額」という。）から適用し，同年６月分まで

の徴収額については，なお従前の例による。 

（子ども若者はぐくみ局子ども若者未来部子ども家庭支援課） 

 

 


